
　５　地域社会で支える高齢者・障害者の福祉施策（ソフト事業）

　　（１）高齢者福祉に資する事業

事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

在宅の要援護高齢者もしくは要援護となるおそれのあ

る高齢者またはその家族の介護及び介護予防の相談に

在 宅 介 護 支 援 115,986 応じ支援する。 介護保険課

セ ン タ ー 運 営 費 ・地域型在宅介護支援センター　　22カ所

　　15年度新設　１カ所

　　14年度末　21カ所

介護サービスを利用する人やその家族のニーズに合っ

たサービスを提供するため、事業者情報等の提供や事

介 護 サ ー ビ ス 7,413 業者の育成等を行う。 介護保険課

適正実施指導事業 ①介護相談員派遣事業                  4,698千円

　　介護相談員を10人から16人に増員

②ケアプラン指導研修事業              2,495千円

③福祉用具・住宅改修研修事業　 　  　　 220千円

要援護高齢者及び一人暮らし高齢者が、安心して在宅

生活を送るよう地域型在宅介護支援センターにコー

ディネーターを配置し、地域住民とともに、高齢者の

地域ケア支援体制を推進する。

（ 新 規 事 業 ） （地域在宅支援センターで実施する事業）

地 域 ケ ア 体 制 105,745 ①高齢者地域支援体制整備事業　   　　97,591千円 介護保険課

推 進 事 業 ・要援護高齢者地域支援ﾈｯﾄﾜｰｸ事業

・介護ボランティア育成支援事業

・介護予防・福祉情報の提供

②介護予防ふれあいサークル事業　　　　6,209千円

（基幹型在宅支援センターで実施する事業）

③施設入所者在宅復帰支援モデル事業　　1,945千円

基幹型在宅介護支援センターに配置しているケアマネ

ジメントリーダーにより、地域のケアマネジャーの支

ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 1,000 援を行う。 介護保険課

リ ー ダ ー 事 業 ①サービス担当者会議開催支援

②ケアマネジャーに対する相談業務

③処遇困難事例におけるケースマネジメント支援

④居宅介護支援事業所への巡回相談



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

痴呆性高齢者等で、助成を受けなければ、成年後見制

度の利用が困難な人に対し、市長が代理で行う申立経

成 年 後 見 制 度 476 費及び後見人等報酬について助成し、本人の福祉の向 社会福祉課

利 用 支 援 事 業 上を図るもの。

・成年後見制度審判開始申立経費　　　　140千円

・低所得者に対する後見人等報酬助成金　336千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）

日本国籍を有しなかったため、国民年金に加入できな

外国人高齢者福祉 3,840 かった高齢者に対し、外国人高齢者福祉手当を支給す 長寿福祉課

手 当 支 給 事 業 ることにより、その福祉の増進を図る。

・対象者              ３２人

・支給月額    １０，０００円

地域型在宅介護支援センターが行う各種事業や「介護

（ 新 規 事 業 ） 予防ふれあいサークル」を真に実効性のあるものとす

介護予防ふれあい 10,000 るために、単位老人クラブが地域型在宅介護支援セン 長寿福祉課

サー クル地域運営 ターのコーディネーターとともに協働して実施する事

事 業 業に助成し、地域ケア体制の推進を図る。

・月２回以上の活動を行う老人クラブ

   活動補助金   年間５０千円



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

介護保険の要介護認定において「自立」と認定され介

　 護サービスの対象とならない者のうち、自立した生活

　 のため何らかの援助が必要な者に対し、介護予防・生 　

活支援型福祉サービスを提供し、高齢者の自立生活の

継続と要介護状態への進行防止を図るもの。

①自立支援家事援助サービス事業

・対象者　ひとり暮らし高齢者などで、総合的に勘案

　 　　　　　して、家事援助を必要とする者

自 立 支 援 76,242 　　　　　　　    対象者　約６５人 長寿福祉課

サ ー ビ ス 事 業 ・委託先　富山市社会福祉協議会

　　　　　居宅介護サービス事業者　等

・事業費　 72,131千円

②自立支援デイサービス事業

・対象者　健康保持や閉じこもり防止の観点から、総

　　　　　合的に勘案して、デイサービス・デイケア

　　　　　を必要とする者

　　　　　　　　　対象者　約１４人

・委託先　デイサービス施設　（１９カ所）

　　　　　デイケア施設　　　（８カ所）

・事業費　3,768千円

③自立支援ショートステイ事業

・対象者　ひとり暮らし高齢者などで、総合的に勘案

　　　　　して、ショートステイサービスを必要とす

　　　　　る者　対象者　　約２０人

・委託先　養護老人ホーム　等（１２カ所）

・事業費　343千円

在宅のひとり暮らし高齢者等に対し、自立した生活を

　 送るために、必要な人材を派遣して、ホームヘルプサ

ービスの対象とならない軽易な生活援助サービスを提

軽度生活援助事業 2,022 供する。 長寿福祉課

・対象者　約８００人　　月１回

・サービス内容

　　寝具類等の大物の洗濯、家周りの手入れ（草むし

　　り等）、軽微な家屋等の修繕、家屋内の整理整頓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・委託先　シルバー人材センター等



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

老人医療費助成事業 953,834 障害等のある高齢者に対し医療費を助成し、高齢者保 長寿福祉課

健の向上を図り、高齢者の福祉を推進する。

介護保険等の利用限度日数を超えた短期入所生活介護

を、「やむをえない事由」による場合に提供し、中期

間の介護ニーズの確保を図る。

要支援・要介護高齢 21,453 ・入所期間　最長３カ月 長寿福祉課

者ミ ドルステイ事業 　　但し、介護保険等の利用限度日数までは介護保険

　　サービスを利用する。

・実施施設　介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム)

　　　　　　養護老人ホーム

緊 急 通 報 装 置 ひとり暮らし高齢者等に、急病や災害等の緊急時に

設 置 事 業 19,279 迅速に対応するための緊急通報装置の貸与を行う。 長寿福祉課

・対象者　　　約３２０人

介護保険の要介護認定において「自立」と認定された

高齢者で家にとじこもりがちな者に対し、民間デイサ

ービス事業者等において、日常生活動作訓練から趣味

活動等の各種サービスを提供し、要介護状態への進行

生きがい対応型デイ 19,440 の防止と生きがい活動の推進を図る。 長寿福祉課

サ ー ビ ス 事 業 ・実施方法

　　週３日以上、１日４時間以上の開所。生きがい活

　　動援助員を配置し、利用者のニーズや身体状況に

　　応じたサービスを提供する。

・対象者

　　　概ね60歳以上のひとり暮らし高齢者等

・実施箇所　４カ所



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

在宅のひとり暮らし高齢者等に対し、栄養のバランス

のとれた食事を調理し居宅に訪問し定期的に提供する

とともに、安否確認を行い、自立と生活の質の確保及

び健康保持を図る。

配食サー ビ ス 事業 56,192 ・生活援助型食事サービス（毎日型） 長寿福祉課

　　月曜日～日曜日　昼食　夕食

・対象者

　　ひとり暮らし高齢者、高齢者世帯、昼間ひとり暮

　　らし高齢者  等

・食事の種類　普通食、高齢者食、治療食

・個人負担　普通食、高齢者食　１食400円

　　　　　　治療食　１食500円

・委託先　民間事業者６社

移送用車両により利用者の居宅と在宅福祉サービスや

介護予防・生きがい活動支援事業を提供する場所、病 　

院などとの間を無料で送迎する。

移送サー ビ ス 事業 3,000 ・委託先　富山市社会福祉協議会 長寿福祉課

・対象者　概ね65歳以上の老衰、心身の障害及び傷病

　　　　　等による車イスの利用者等で、一般の交通

 　　　　　機関の利用が困難な者

高齢者が趣味活動又は創造活動又は健康活動に自主参

加し、高齢期の余暇活動能力を身につけることにより

健康と生きがいを高める。

シ ニ ア ラ イ フ 講 座 29,970 （１）創造コース（陶芸・七宝焼・籐細工・和紙工芸等） 長寿福祉課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９コース

（２）趣味コース（編物・生花・民謡・大正琴・園芸等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７コース

（３）健康コース（気功・温水プール浴等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３コース

概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者等で、家にとじこ

　 もりがちな者に対し、公民館等において、ボランティ 　

いきいきクラブ事業 9,811 アの協力を得て、生きがい活動や会食等のサービスを 長寿福祉課

提供し、孤独感の解消、とじこもりの防止等を図る。

・運　営　概ね月２回程度

・委託先　富山市社会福祉協議会



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

公衆浴場において高齢者が休憩、団らん、交流ができ

る場所を整備する場合に補助金を交付するとともに、

（ 新 規 事 業 ） 公衆浴場で介護予防教室や地域総合相談会、生きがい

ぬ く も り の湯サ ロン 12,400 づくり活動を行う場合に補助金を交付し、高齢者の交 長寿福祉課

事 業 流、つどいの場の整備を推進する。

・施設整備補助

    補助限度額  １件  5,000千円 補助率1/2

・運営費補助

    補助限度額  １会場  120千円

在宅の要支援・要介護高齢者が通院や買い物など外出

の際に、家族の運転する自家用自動車に乗降するとき

の手助けになるよう、助手席のリフトアップシートな

（ 新 規 事 業 ） ど自動車の改造に要する経費を助成することにより、

介護支援仕様自動車 5,000 在宅の援護を要する高齢者の外出支援を行い、家族介 長寿福祉課

改 造 費 補 助 事 業 護の充実を図る。

・対象者  在宅の要支援・要介護高齢者と同居する

          家族（世帯全員の前年中所得の合計額が

　　　　　１，０００万円未満の者に限る。）

 ・補助率  １／２

 ・補助限度額  1件  ５０千円

基本健康診査受診後の有所見者や、虚弱高齢者、痴呆

訪 問 指 導 事 業 費 8,900 性高齢者等の訪問指導を行い、心身の機能低下防止や 保 健 所

健康の保持、増進を図る。

①疾病や負傷により、寝たきり、又はこれに準ずる状

  態の要支援者、要介護者等の家庭を訪問し療養上の

  世話や診療の補助を行う。

訪 問 看 護 事 業 費 22,830 　・利用者　　　　　　　　　９０人（月平均） 保 健 所

　・訪問延回数　　　　４，７００人（年　間）

②居宅要介護者等の居宅サ－ビス計画の作成やそれに

　伴うサ－ビスの確保を図る。

　・利用者　　　　　　　５５人（月平均）

　・延回数　　　　　　６６０回（年　間）



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

Ａ型；中央・南・北保健福祉センタ－を拠点として、

心身に障害がある方を対象に、日常生活動作訓練等を

実施する。

機 能 訓 練 事 業 費 2,500 Ｂ型；地域の公民館等で虚弱高齢者を対象に比較的軽 保 健 所

度な運動を中心とした訓練を行う。

（実施回数等）

・Ａ型；１コ－ス20名、週1回、６か月間

・Ｂ型；１コ－ス20名、月２回、１年間(３地区)

６５歳以上の高齢者等に、インフルエンザ予防接種を

医療機関委託で実施し、発生及び重症化防止を図る。

インフルエンザ予防 126,600 ①対象者 保 健 所

接 種 費 　・65歳以上の高齢者等 67,000人、接種見込み43%

                                     28,810人

②実施方法

　・接種券を個人通知し、医療機関にて接種

在宅サービス(5,230人)　　 　 　  　5,251,883千円

　・訪問介護　・訪問入浴介護　・訪問看護

　・訪問リハビリテーション　・居宅療養管理指導

　・通所介護・リハビリテーション

　・短期入所生活・療養介護

　・痴呆対応型共同生活介護

　・特定施設入所者生活介護　・住宅改修

　・福祉用具貸与・購入　・介護サービス計画の作成

施設サービス(3,105人)         　  11,857,386千円

保　険　給　付　費 17, 　・介護老人福祉施設　　　　　1,030人 介護保険課

（介護保険事業 293,835 　・介護老人保健施設          1,130人

特別会計 ） 　・介護療養型医療施設　　 　 　945人

高額介護サービス費・高額居宅支援サービス費

　　　　　　　　　　         　      159,160千円

　要介護・要支援者が介護サービスに対して支払った

　自己負担額が一定の上限額を超えたときに払戻しを

　行う。

審査支払い手数料　　　　　　        　25,406千円



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

平成15年度から17年度までの３年間における

保険料基準額　　　　月額　４，０５２円

　　　　第１号被保険者数　　　　65,627人

　　　　低所得者に配慮し、所得段階を６段階に設定

3,

介　護　保　険　料 263,345 介護保険課

（介護保険事業

特別会計）

世帯全員の年間収入見込みが、生活保護基準額×1.2

以下で、生活保護を受給していない者等、一定の基準

を満たす者については、保険料を減免

（減免の内容）

第２段階の者は第１段階の保険料に、第１段階の者は

第１段階の保険料の２分の１に減免する。

( 新 規 事 業 ） 福祉給付事業等の今後のあり方について、検討するた

福 祉 給 付 事 業 等 500 め、福祉給付事業等検討委員会を設置する。 社会福祉課

検 討 委 員 会 事 業 ・検討委員会の開催　　　　　　500千円

満100歳の誕生日を迎えた方に長寿を祝い祝金を贈呈

100歳長寿者祝事業 2,440 する。 長寿福祉課

・対象者      ４７人

１５年度から記念品から祝金５０，０００円に変更

敬老の日に満88歳、99歳の方に敬老福祉金を贈与して

敬老福祉金支給事業 19,852 敬老の意を表し、あわせてその福祉の増進を図る。 長寿福祉課

・対象者    88歳(20,000円)   ９３２人

            99歳(25,000円)     ４７人

１５年度から77歳及び100歳以上は廃止

ねたきり・痴呆性高齢者や身体障害者手帳・療育手帳

を所持する者に対し、おむつを支給することにより、

お む つ 支 給 事 業 79,947 介護者の労苦と経済的負担の軽減を図る。 長寿福祉課

・対象者　　　約１，６７０人

１５年度から所得制限有り（世帯全員の前年中所得の

合計額が１，０００万円未満）

所得段階 年額保険料 
第１段階 ２１，９００円 
第２段階 ３４，１００円 
第３段階 ４８，７００円 
第４段階 ６０，８００円 
第５段階 ７３，０００円 
第６段階 ９０，０００円 

 



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

在宅の痴呆性高齢者・ねたきり高齢者等を常時介護す

る者に対し介護手当を支給し、介護者の労をねぎらう

痴 呆 性 ・ ね た き り 115,471 とともに高齢者福祉の向上を図る。 長寿福祉課

高齢者等介護手当 ・支給月額　　　１０，０００円

支 給 事 業 ・対象者　　　　　　約９６０人 　

１５年度から所得制限有り（世帯全員の前年中所得の

合計額が１，０００万円未満）

低所得の介護保険居宅サービス利用者の負担を軽減す

（ 新 規 事 業 ） るため、利用者負担額の減額を行う。

居宅サービス利用者 2,936 ①対象者 介護保険課

負 担 額 減 額 事 業 　　　世帯全員の年間収入見込みが、生活保護基準額

　　×1.2以下で、生活保護を受給していない者等、

　　一定の基準を満たす者

②減額内容

　　　利用者負担額を10％から５％に減額

③減額対象サービス

　　　痴呆対応型共同生活介護及び特定施設入所者

　　生活介護を除くすべての居宅サービス

　　（２）障害者福祉に資する事業

事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

平成１５年度から開始される支援費制度に向け、様々

 なニーズを持つ身体障害者に対してケアマネージャー

身体障害者ケアマネ 1,000 がサービス計画を立ててその調整を図り、総合的・継 障害福祉課

ジ メ ン ト 事 業 続的に公的サービス等の社会資源を活用することを目

的として実施する。

実施施設　富山市障害者福祉プラザ

（ 新 規 事 業 ） 市ホームページに掲載している「広報とやま」の情報

音 声 変 換 対 応 を、視覚障害者や高齢者などに配慮し、音声変換ソフ 広 報 課

広報とやま発信事業 2,000 トを用いて読み取ることができるＨＴＭＬ形式（ホー

ムページで記述する言語・文章）で掲載する。

（ 新 規 事 業 ） 富山市身体障害者福祉協議会が中心になって、市内の

障 害 者 フ ラ イ ン グ 200 身体・知的・精神の各障害者団体に呼びかけて開催す 障害福祉課

デ ィ ス ク 大 会 開 催 るフライングディスク大会の運営に補助金を交付し、

補 助 事 業 大会の円滑な運営を支援する。



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

（ 新 規 事 業 ） 視覚障害者の社会参加をより一層推進するため、市の

ふれあいマップ点字 200 生活関連施設についてのバリアフリー化の状況等を掲 障害福祉課

版 作 成 費 載した「ふれあいマップ点字版」を作成するもの。

障害者（児）にホームヘルパーを派遣し、家事，介護

等日常生活の支援を行う。

心 身 障 害 者 （ 児 ） 151,825 ①心身障害者（児）ホームヘルパー派遣 障害福祉課

ホームヘルパー派遣  　 重度心身障害者（児）を対象にホームヘルパーを

事 業 　　派遣する。

　　対象者　約９９人　　　　　127,981千円

②精神障害者ホームヘルパー派遣

　　日常生活に支障のある精神障害者を対象にホーム

　　ヘルパーを派遣する。

　  対象者　約２０人　　　 　　23,544千円

③盲人ガイドヘルパー派遣

　　重度の視覚障害者の外出時にガイドヘルパーを派

　　遣する。

    対象者　約１０人               300千円

心身障害者（児）の生活の激励と福祉の増進を図る。

心 身 障 害 者 （ 児 ） 363,628 ・対象者　身体障害者1～4級　9,823人 障害福祉課

福 祉 金 支 給 事 業 　　　  　知的障害者　　　  　889人

　　　　　障害児　　　　　　　513人

心身障害者小規模通 心身障害者の社会参加の促進と自立支援を図るために

所授産施設運営事業 55,000 小規模通所授産施設（５ヵ所）の運営に対して補助を 障害福祉課

行うことにより、心身障害者の福祉増進を図る。

心 身 障 害 者 共 同 心身障害者の社会参加の促進や活動意欲の向上を図る

作業所運営補助事業 46,180 ため、共同作業所（７ヵ所）の運営に対して補助金を 障害福祉課

交付する。

在宅の常時特別な介護を要する重度心身障害者等に対

し、その障害による負担の軽減を図るため、特別障害

特別障害者手当等 109,362 者手当等を支給する。 障害福祉課

支 給 事 業 ・特別障害者手当(対象者：242人)

・障害児福祉手当(対象者：132人)

・福祉手当(対象者：44人)

重度心身障害者に対し、医療給付の助成を実施するこ

重 度 心 身 障 害 者 294,688 とにより、障害者の保健の向上と福祉の増進に寄与す 障害福祉課

医 療 費 助 成 事 業 る。

・医療扶助費(29,132件)



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

心 身 障 害 者 福 祉 外出の困難な重度心身障害者に福祉タクシー利用券を

タ ク シ ー 助 成 事 業 34,566 交付して社会参加を図る。 障害福祉課

・助成額（1人 月額 1,260円）

在 宅 障 害 者 （ 児 ） 在宅で障害者（児）を介護している家族等の介護者

デ イ ケ ア 事 業 12,433 が、通院などの社会的理由により日中の一時的な介護 障害福祉課

が困難になった場合、契約施設で保護する。

身体障害者に対して、その障害の更生のために必要な

更生医療給付事業 29,712 医療の給付を行う。 障害福祉課

・更生医療給付費等（４３２件）

障害者（児）に対して入浴補助用具や特殊寝台等の日

日常生活用具給付 19,890 常生活用具を給付することにより、在宅での生活の便 障害福祉課

事 業 宜を図る。

・日常生活用具給付費(２２１件）

障害者（児）に対して補聴器や盲人安全杖、車椅子等

補 装 具 給 付 事 業 114,890 の補装具を給付・修理する。 障害福祉課

・補装具給付費 4,655件     99,080千円

・修理費　456件 　     　  15,810千円

身体障害者更生援護施設を利用し、必要な指導や訓

練、保護を受ける身体障害者に支援費を支給して、生

身 体 障 害 者 施 設 431,836 活の安定と福祉の増進を図る。 障害福祉課

支 援 費 支 給 事 業 ・施設支援費基準額(15施設 142人)     427,215千円

・入退所時特別支援加算                   168千円

・最重度障害者施設処遇助成金( 4人)     2,784千円

・更生訓練費(5施設)                    1,669千円

在宅重度身体障害者の住宅をその障害に適応するよう

在宅重度身体障害者 34,200 に改善し、日常生活を容易なものとするよう助成す 障害福祉課

住宅改善費助成事業 る。

・住宅改善費助成金　57件

知的障害者援護施設 知的障害者援護施設への入所支援により必要な指導や

支 援 費 支 給 事 業 899,030 訓練、保護を行い、知的障害者福祉の増進を図る。 障害福祉課

・施設入所費（29施設、300人）



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

在宅の重度知的障害者を対象にデイサービス事業、並

びに介護者の負担軽減を図るための短期間入所事業を

行い、知的障害者の在宅福祉の向上を図る。

知 的 障 害 者 28,540 ・在宅知的障害者ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業　延3,610日 障害福祉課

在 宅 福 祉 事 業                                   24,000千円

・在宅知的障害者短期入所事業　   延712日

　                                 4,500千円

・在宅知的障害者短期入所事業(あすなろ分） 延10日

                                      40千円

精 神 障 害 者 10,585 長期間入院している精神障害者に対し、医療費の一部 障害福祉課

医 療 費 助 成 事 業 を助成することにより保護者等の負担を軽減する。

精 神 障 害 者 共 同 精神障害者の社会参加の促進や活動意欲の向上を図る

作業所運営補助事業 23,222 ため、共同作業所(5カ所)に対し、運営補助金を交付 障害福祉課

する。

精神障害者小規模通 22,000 精神障害者の社会参加の促進と自立支援を図るため、 障害福祉課

所授産施設運営事業 運営費を支援して精神障害者の福祉増進を図る。　

在宅福祉サービスの充実として、精神障害者居宅生活

支援事業（グループホーム、ショートステイ）を実施

精 神 障 害 者 居 宅 21,868 する施設に対し運営費の補助を行う。 障害福祉課

生 活 支 援 事 業 ・グループホーム（既存５ヵ所、新規２ヵ所）

　                             ２１，７２６千円

・ショートステイ　　　　　　          １４２千円

精神障害者には、ＪＲなど公共交通機関の割引制度の

（ 新 規 事 業 ） 適用がないことから、社会復帰に向けた訓練のため共

精神障害者共同作業 1,828 同作業所や授産施設に通所する精神障害者に通所交通 障害福祉課

所等通所交通費助成 費の一部を助成することにより、精神障害者の自立と

事 業 社会参加を促進する。

・対象者　　　　　１５０人

・助成額（１人月額上限1,000円）

在宅の重度身体障害者を対象に入浴、給食、介護、送

迎等のサービスを提供する。

身 体 障 害 者 デ イ 37,846 ・実施施設　・富山市障害者福祉プラザ 障害福祉課

サ ー ビ ス 事 業 　　　　　　　（委託先　富山市社会福祉事業団）

　　　　　　　  　　　  　　  　３３，１６６千円

　　　　　　・相互利用　 　　 　  　  ９６２千円

　　　　　　・民間事業所  　　    ３，７１８千円



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

在宅の障害者を対象に機能訓練・日常生活訓練・ピア

カウンセリング等のサービスを総合的に提供すること

により、障害者やその家族の地域における生活を支援

し、もって在宅の障害者の自立と社会参加の促進を図

障害者生活支援事業 59,192 る。 障害福祉課

・実施施設　富山市障害者福祉プラザ

　　　　　　自立生活支援センター富山

　　　　　　　　　　　（自立体験室含む）

・利用時間　　　９：００～１７：００

知的障害児通園施設において、通所の方法により必要

知 的 障 害 児 通 園 80,563 な指導や訓練、相談、保護を行う。 障害福祉課

施 設 運 営 事 業 ・実施施設 富山市恵光学園（定員30名他相互利用者7名）

・委託先　社会福祉法人　富山市桜谷福祉会

（ 新 規 事 業 ） 在宅心身障害児を対象とした短期間入所事業を実施す

心 身 障 害 児 6,637 ることにより、心身障害児の生活の質の向上・介護者 障害福祉課

シ ョー ト ス テ イ事業 の負担軽減、不安解消を図るなど心身障害児に対する

 地域療育機能の一層の充実を推進する。

障 害 児 通 園 在宅障害児に通園の場を設け、日常生活における基本

（ デ イ サ ー ビ ス ） 7,773 動作の指導及び集団生活への適応訓練を行い、在宅障 障害福祉課

事 業 害児の福祉の向上を図る。

・実施施設　富山市恵光学園

在宅障害児（者）のライフステージに応じた地域生活

（ 新 規 事 業 ) を支援するため、療育・相談体制の充実を図るととも

障 害 児 ( 者 ) 地 域 10,185 に、各種福祉サービスの提供の援助・調整を行うこと 障害福祉課

療 育 等 支 援 事 業 により、在宅障害児（者）及びその家族の福祉の向上

を図る。

・委託先　社会福祉法人　富山市桜谷福祉会

Ａ型；中央・南・北保健福祉センタ－を拠点として、

心身に障害がある方を対象に、日常生活動作訓練等を

実施する。

機 能 訓 練 事 業 費 2,500 Ｂ型；地域の公民館等で虚弱高齢者を対象に比較的軽 保 健 所

度な運動を中心とした訓練を行う。

（実施回数等）

（再掲第1－5－ (1) ） ・Ａ型；１コ－ス20名、週1回、６か月間

・Ｂ型；１コ－ス20名、月２回、１年間(３地区)



事 業 名 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

精神障害者の早期治療の促進並びに社会復帰を支援す

るため、相談及び訪問指導を行い地域住民の精神的健

精神保健相談指導 766 康の保持増進を図る。また、社会的ひきこもりの問題 保 健 所

事 業 費 に対応するためひきこもりの家族同士が悩みや思いを

語り合うことにより、気持ちの安定を図り、本人との

関わりを見直し、より良い関係を築き直すことを目的

にひきこもり家族教室を開催する。

ＬＤ（学習障害）等の障害のある児童生徒が在籍する

障 害 児 支 援 活 動 609 通常の学級に対し、ボランティアを派遣し、学級担任 学校教育課

推 進 事 業 と協力して学校生活の補助などを行い、指導の効果を

高める。　　小学校１０校に派遣

( 新 規 事 業 ） 福祉給付事業等の今後のあり方について、検討するた

福 祉 給 付 事 業 等 500 め、福祉給付事業等検討委員会を設置する。 社会福祉課

検 討 委 員 会 事 業 ・検討委員会の開催　　　　　　500千円

（再掲第1－5－ (1) ）

在宅の常時介護を必要とする重度心身障害者の介護者

重 度 心 身 障 害 者 33,582 に対し、介護手当を支給する。 障害福祉課

介護手当支給事業 ・支給月額　10,000円

平成１５年度から所得制限有り（世帯全員の前年中所

得の合計額が1,000万円未満）


